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ははじじめめにに  

  

地方分権の一層の推進、人口減少社会及び広域行政への対応、国・地方を通じる厳しい財政状況

の下での行政改革の要請等を背景に、基礎自治体としての市町村の規模・能力を充実し、行財政基

盤を強化することが課題となってきました。そのため、平成 11 年の地方分権一括法により「市町村

の合併の特例に関する法律」（旧合併特例法）が強化されたことを契機に、自主的な市町村の合併が

積極的に推進されてきました。 

 

 平成 11 年 3 月末現在、全国で 3,232あった市町村が、平成 18 年 3 月末には 1,821 となり、さら

に、平成 17年 4 月 1 日に施行された「市町村の合併の特例等に関する法律」（合併新法）の下での

合併により、平成 21年 3 月 30 日には 1,779 市町村となる予定です。 

 

 三重県においても、平成 12年 12 月に「市町村の合併の推進についての要綱」を策定し、市町村

合併の気運の醸成を図り、平成 13 年 12月には「三重県市町村合併支援方針」を決定し、自主的な

市町村合併に取り組む団体を支援してきました。その結果、平成 15 年 11月 30 日に 69 市町村であ

ったのが、平成 18 年 1月 10 日には 29市町に再編され、現在、合併市町は市町村建設計画に基づき、

新しいまちづくりに取り組んでいます。合併市町に対しては、合併算定替等の交付税措置や合併特

例債、合併市町村補助金による国の財政措置があり、県も市町村合併支援交付金等による支援を行

っています。 

 

市町村合併は、地域の将来を見据えて行われるものであり、その効果が現れるまでには一定の期間

を要すると考えられます。短期的な効果として一部把握できるものもありますが、その効果の検証に

は、中・長期的な観点が必要であり、合併の総括的な評価を行うまでに至っていない現状にあります。 

 

 しかしながら、各市町が合併後 2ヵ年度以上を経過したことから、平成 20 年 8 月に、合併した県

内 16 市町に対し、要綱に示された「合併の効果」や「合併に際して懸念される事項への対処」の事

例を中心に、合併の効果や合併後の課題・懸案と考えている事項について調査を行い、それを整理

しました。 
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していた幼稚園及び中学校の給食の存続が課題と考えている市町があります。 

また、旧市町村で開催している同種のイベント等の統一が課題と考えている市町もあります。 

 

（４）総合支所等における機能の確保 

 「役場が遠くなって不便になるのではないか」という懸念への対処として、多くの市町で、本庁

としなかった旧市町村役場を総合支所等とし、手厚く人員を配置してこれまでどおり窓口サービス

を受けられるように配慮しています。 

しかしながら、今後、職員数の適正化を図っていく中で、本庁へ職員が集中し、住民に身近な行

政が行いにくくなることが課題と考えている市町があります。 

 また、分庁方式については、複数の庁舎に部署を分散して配置するため、部署間の連携が希薄に

なるということや、総合支所等に権限がなく、本庁でないと判断できないため、これまでより決定

に時間がかかるということが課題と考えている市町があります。 

 

（５）公共施設の再編 

 合併して旧市町村ごとに整備していた同じ用途の公共施設が複数存在することとなり、それらに

要する維持管理経費が財政を圧迫することから、住民サービスの低下を招かないよう配慮しつつ、

新市町としての適正な公共施設の配置の観点で、類似・重複施設の統廃合を行っていくことが課題

と考えている市町があります。 

 

（６）公共的団体の統合 

 いつまでも旧市町村単位で各種の公共的団体等が存続することは合併市町村の一体性の確立の面

からも好ましくないという観点から、旧合併特例法で、市町村合併に際して、その区域内の公共的

団体等は統合整備を図るよう努めることが規定されています。 

 そのことに関し、それぞれの歴史の相違から観光協会が旧市町それぞれで存在していることや、

法制度の問題等により、商工会議所と商工会の統合ができないということが課題と考えている市町

があります。 

 

（７）優遇措置期間終了後の行財政運営 

 三位一体改革等により、市町村の財政状況はますます厳しさを増していますが、合併団体には一

定期間、合併算定替等の交付税措置、合併特例債、国の合併補助金や県の合併支援交付金等、合併

時の財政上の優遇措置があり、財政状況の維持・改善に寄与していますが、その優遇措置期間終了

後の行財政運営が課題であり、それを見据え、さらなる行財政改革を進めていくことが課題である

と考えている市町があります。 
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まま  とと  めめ  

 今回の市町村合併は、住民参画のもと、地域で議論を尽くし、「自分たちのまちは自分たちでつく

る」という、まさに地域主権の精神で取組が行われたものであり、自分たちのまちに対する住民の 

関心を高め、自分たちのまちの将来について考える契機となったのではないでしょうか。合併を機 

に、「地域でできることは地域で実施する」という自助自立の意識が高まり、住民の主体的な地域活

動が活発化した地域も見られ、県内においても、いくつかの団体で「住民自治協議会」等の住民自

治組織が設置されてきています。 

 こうした住民意識の高まりを活かし、住民と行政の意思疎通を図りながら、十分な議論を行い、

住民自治の取組を進め、住民が主体となった地域づくりを促進していくことが、合併による優遇措

置期間終了後を見据えたまちづくりを考えていく上での有効な取組となり、また新たな合併の効果

が現れてくることも期待されます。 

今後も引き続き、市町と連携しながら、合併の状況と課題の把握に努め、合併市町に対し必要な

助言・支援等を行うとともに、中・長期的な市町村合併の効果の検証へとつなげていきたいと考え

ています。 

 


